
適正な労務管理のための労働時間の解釈の明確化

について

令和元年10月31日

資料２



1

適正な労務管理のための労働時間の解釈の明確化と周知

○ 厚生労働省のホームページへの掲載【10月～】
・ 10月15日（火）に掲載。

○ 印刷物の配布【11月～】
・ 約５万部を印刷し、都道府県労働局と労働基準監督署に配布予定。
・ 都道府県労働局と労働基準監督署では、労働時間の考え方に関する相談対応等の際に、このリーフレットを
活用して分かりやすい説明を行っていく予定。

○ 局幹部等による使用者団体の訪問【10月～11月】
・ 労働局幹部（労働局長、労働基準部長、雇用環境・均等部（室）長など）が、管内の商工会、商工会議所、中小
企業団体中央会などの主要な使用者団体を直接訪問し、本リーフレットの活用・周知依頼を実施。

・ 11月の過重労働解消キャンペーン月間に併せて、11月末までに全ての都道府県労働局で直接訪問を実施予定。

【背景】
・来年４月の中小企業に対する時間外労働の上限規制の適用に当たり、特に中小企業の事業主から、
「上限規制が適用されると、限られた人数で経営している中小企業で、ベテランが若手労働者を
育成・訓練する時間が制約されるのではないか」などの声があった。

・これまでも、厚生労働省では、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガ
イドライン」などを通じて、労働時間の考え方について分かりやすい説明に努めてきたが、来年４
月の上限規制の適用を円滑に進めていくためには、より理解しやすい形で示していく必要があると
判断し、労働基準監督署に寄せられた実際の相談事例を基に新しいリーフレットを作成したもの。

○ 政府広報を活用した周知【11月～】
・ 政府広報室のtwitter等を活用し、本リーフレットの周知を実施予定。






